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1.企業変革の求められる出発点の状況
最近の10年 間,多 くの企業 は,自 らの生 き残 りの能力 と競争能力の強化 のた
あに,程 度 こそ違え変革 の必然性 に迫 られている。 その変革 は,全 体的 に見 る
と,企 業の ライフサイクルのなかの例外 ケー スとして見 な し得 ないほど,頻 発
す る現象 とな ってい る。それゆえ,経 営 の実践 において も関係の専門書 におい
て も,(《変革マネジメント》)の現象形態や構築方法 が真剣 に論 じられているけれ
ど驚 くには当た らない。
筆者 の視点 では,変 革 マネジメ ン トの コ ンセプ トのなか には,社 会 ・経済諸
システム(例えば,私 ・公企業)の 戦略や,プ ロセ ス,構 造 な らびに組織文化 にお
け るすべての計画的 ・統制的 ・組織的 ・制御的変革 などが含 まれてい る。 した
が って,多 様 で統合 的 な変革 マネ ジメ ン トにお いて は,特 に企業 の管理 ・組
織 ・人材 マネジメ ン トおよび コ ミュニケー シ ョン ・情報 な どの固有 な問題 が取
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り扱われている(DoPPIer/Lauterburg1994年の著書26頁)。それ ゆえ,「企業 は,
ど うすれば,し ば しば不規則 に しか もほとん ど不測 に変化す る環境 システムの
挑戦 に対 して対処す ることがで きるか,ま た予防的 ・反応 的行動を通 じて企業
の長期的な生 き残 りと,そ の連続 的 目標達成 を確保す ることがで きるか」 とい
うことが提起 され る根本問題 とな る。
変革 に前向 きな企業 は,絶 えず 自 らに とって重要 な環境 システムの構成要素
のなかで変化を観察 し,そ の観察 か ら変革 のための論理的帰結 を引 き出 してい





例 えば,大 規模 コ ンツェル ンのグロ ・ーバ ル化 か ら 《利 回 り優先 資 本 主義》
の極端 な形態 まで,地 域的特殊化,カ ルテルの撤廃 顧客 の立場 の強化,
経済部門間の構造的変化,予 測で きない景気 の推移,国 際 ビジネスの過大
な発展 など。
・ 技術 的要素
製品 ・方法革新の前提を作 る新技術 の急速 な普及,研 究 ・開発へ の高額
投 資の必要性,新 しい コ ミュニケー シ ョン技術 の誕生 によ る革命 的可能
性。
・ 法的 ・政治的要素
東西緊張領域の意味での政治的両極性 の終結,大 国の相対的影響力 の低
下,国 家財政 の危機,経 済諸法の 自由化,新 共通関税 ・通商協定,企 業家
の視点か ら見 た魅 力あ る税法および行政諸規定,例 えば 立地 の競争,製 造
者責任 の強化。
・ 社会一文化的要素
人 口統計上 の構成 の変化,有 意 な人 口類別価値体系の変化,西 側工業社
会 におけ る安全性欲求 の侵害,社 会 的利害者集団間 の社会 的諸契約,全 人
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口に占める高度技能 ・技術者 の割合,人 々の移動 ・学習意欲。
・ 自然一環境保全的要素
地形,気 候諸条件,脅 威 的 自然災害,自 然破壊状況 の進展 とその帰結 と
しての企業 の環境 マネジメ ン トの変化。
上述 した環境諸要素 間には相互関係が成 り立 っている。 したが ってその こと
か ら,企 業への変化 の圧 力 は増幅 され る。
出発点 の状況 は,さ らに 《経営 的》,《人的》制約条件 によ って影響 される。
特 に,前 者 の経営 的制約条件 の範 疇に数え られ る もの としては,現 在 の戦略的
事業分野,構 造 組織お よび フロー組織 企業文化,実 行技術,所 有関係 などが
挙 げ られ る。 また後者 の以下 の人的制約条件 に数え られる ものは,変 革 のマネ
ジメン トのため には特 に重要で ある:
企業構成員の知覚能力 も しくは心的抑圧反射,構 成員 の人的発達 目標(野
心)お よび発達潜在能力の高 さ,専 門職業化(専 門的技術 ・知識)の程度,な
らびに協働意欲。
従来の経験か ら,わ れわれは企業が当面,快 適 な状況(満足な利益,所得分配に
際しての十分な合意)に ある場合,変 化を起 こすの は,極 めて まれ に しかあ り得
ない とい うことか ら出発 してい るようである。通常,変 革を起 こすには 《危機
的状況》を必要 とす る。経済的観点 か ら詩えば,ど の分野で,危 機 が企業 目標
の達成を危 うくす るのか,と い う視点 か ら危機 を区別 する ことが賢明であ ると
され る(Mullerの1986年の著書53頁および次頁以 下を参照)。
差 し迫 った支払 い不能の危険 は,《流動性危機》のなかにあ る。したが って迅
速 な対 応行動が望 まれ るのであ る。さ もなければ,経 済界か らの退出の危険(例
えば,破 産,会社の解散)に 脅 かされ る。
《業績危機》 とは,実 績値 と目標値(例 えば,利益 ・利益率 ・売上高 ・収益 ・費用
目標)と の間の明白な負の食 い違 いを意 味 して いる。マーケテ ィング,生 産,投
資,人 材マ ネジメ ン トの分野 での間違 った意思決定 が,そ のよ うな危機的事態
の原因 とな り得 る。
不明確であるが直接,重 苦 しく感 じさせ ないのが 《戦略的危機》である。 た
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しか に当面 の事態(好 業績の状況)に おいて は,な お 十分 に満足 で きる もので
あ って も,戦 略的危機 は診断 してみなければ分 らない。 なぜな ら,企 業 の業績
潜在能 力の維 移 とかその発揮 そ して防御の能力が重大 な危機 的状況 にあ ること
があるか らであ る(Mullerの1986年の著書54頁を参照)。推定 され(予 測される)
実績値 と,達 成 しようとす る目標値 との間の欠落部分 は,戦 略 的方針の変更 も
しくは新方針の設定(例 えば,新市場の開拓,製品 ・方法革新)の意味 での変革 を通
じ補 ってい くことがで きる。 しか し,そ のたあには数年 に亙る変革の プロセ ス
が必要であ る。
危機の種類や,危 機 の局 面を特徴 づけるためには別 の類型体系が用い られ る
(特にGreinerの1972年の論文およびDubsの1994年の論文を参照)。危機 の種類 お
よび変革マ ネジメ ン トの形態 を,で きるだ け説得力のあ る形 に して関連付 ける
とい うのが本稿の狙 いで あるが,規 制力 のあ る企業 目標 を出発点 にす るとい う
類型体系が よ く適 しているよ うに思 われる。 つま り,そ の体系 は緊急性 と,変
革 に必 要 な徹底性 を もって いるか らであ る。 もう一度 強調 して お くべ きこと
は,u変革 マネ ジメ ン ト"は,危 機 のなかか ら引 き出され る ものであ るが,そ れ
は危機予防 にも役 立ち得 る もので ある。
2.変 革 マ ネ ジ メ ン トの ラ デ ィカル ・ア プ ロー チ
戦略,プ ロセ ス,構 造 および企業文化 にお ける変革 は,少 しずつ,ま たはラ
デ ィカルに進 め ることができる。Krugerはかれの論文(1994年,216頁および次
頁以 ド)のなかで,こ の点 に関連 し,変革 の進化 モデルっま り変革 モデルを論 じ
てい る。この ラデ ィカル ・モデルの意味か ら,社会一技術 システムにお ける根本
的変革 と進化的変 革の コ ンセプ トに関 しyそ れぞれを個別 に紹介 してみ たい。
2.1《 ビ ジ ネ ス ・リエ ン ジニ ア リン グ 》 の 意 味 で の根 本 的 変 革
《ビ ジ ネ ス 革 命 宣 言 》(日 本 で は 《リエ ンジ......アリング革命 一企 業 を根 本 か ら変 え る
業 務 革新 》 と して野 申郁次郎 に よ り紹 介 され る)の 形 で,1993年,ア メ リカ のM.
Hammerお よ びJ.Champyが,そ の 宣 言 の な か に お い て 《ビ ジ ネ ス ・リエ ン
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ジニア リング》(以下BRと 簡略)の コ ンセプ トを定式化 し公準化 した。かれ らに
とってBRは,《 コス ト,品質,サ ー ビス,ス ピー ドとい う,重 大で現代的 なパ
フォーマ ンスの尺度 において,劇 的な改善 を達成す るたあに,ビ ジネス ・プロ
セ スを根本 的 に考 え直 し,抜 本 的 にそれ を デザ イ ンし直 す こと》(Hammer/
Champyの1994年の著書48頁)であ った。かれ らにおいては,付 加価値創出過程
に沿 った企業 の徹底的 な再組織が重要 なのであ る。顧客 の要望 と満足 との間の
プ ロセ スは,ラ デ ィカルに新たに形成 されなければな らない。 その際 既存 の
構造や方法 は考慮 しない。思考過程 の初め にあるのは・平凡な設問 《いか に し
て われわれ は,そ れをよ り速 くそ して より良 く作 り得 るか?》 で はな く,む し
ろ懐疑 的な姿勢 《なぜわれわれ は,そ れを作 るのか?》 で ある。 この ラデ ィカ
リズムは,歴 史的な視野を欠 いた仮説 《もし初めか ら,わ れわれが始 め ること
がで きれば,わ れわれ はそれを どのよ うにす るで あろ うか?》 という仮説 にま
で及ぶ。その場合,段 階的な改善で はな く,む しろ前述 の経済的指標 の持続 的
な効率 の増大(量 子的飛躍)を 目指す ものであ る(例えば,-L程時間の半滅 従業員
一人当たりの売上高の倍増)。
これ らの意欲的な 目標 を達成す る重要 な手掛 か りが,顧 客お よびプ ロセ スを
指向す ることに求 め られ,権 限を もっ企業構成員の職場 にお ける最新情報技術
の知 的な活用 である。新たな解決への変換 は,意 識的 に非民主的にお こなわれ
るべ きものであ る。その変換 は,奇 襲 をかけ るよ うに短時間において,超 人的
な力を もって貫徹 で きるよ うに,認 知 された必要 な権 限を持つ少数の役割の担
い手達 によ って実行 される。
システムを,い かよ うに定義す る場合であ って も,重 要 なことは・ 内外顧客
の要望 を満足 させ ることで ある。最重要 プ ロセ スとして,何 を形成すべ きかに
ついて は,追 求す る戦略 によって左右 され る。 しか しすべての企業(あ るいはY
大規模コンツェルンの相応の事業単位)に おいて,ご く少数 の最重要 プロセ ス(例え
ば,新製品開発や統合的ロジスティックのプロセス)に集中すべ きであ る。支援 プロ
セス(サ ポート・プロセスともいう)を独 自に最適化 して はな らない。む しろ,そ
れを完全 に最重要 プロセスに合 わせていかなければな らない。 この最重要 プ ロ
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セスに焦点 を合わせ るため に行 われ る最適化 には,や むを得ないケースでは,
部分最適化 さえ も断念 で きるのであ る。 したが って,イ ンター フェースの問題
性 を噺 たな視点 か ら取 り扱 うことがで きる.ま 撮__...プ・セスを,全 体戦
略か ら導 び くこともで きる。構造組織的諸規定 は,最 適化 された最重要 プロセ
スを支援 す るものでなければな らない(形成原理:《構造はプロセスに従い
,プ ロセ
スは戦略に従う》)。しか しここで は,プ ロセ ス形成 の多種多様 な問題性を掘 り下
げることはで きない(詳細につし・ては・・sterl・h/Fr・stの著書鯵 照).も っとも情
報技術 に関す る簡単 な コメ ン トは必要 であるよ うに思 われる。技術投入 の狙 い
は,顧 客 指向的 あ るいは事象 指向的事態 を全 方位的 に加工 す ることに置 かれ
る。 それゆえ,既 存 の プロセ スを簡単 に 自動化 す ることはで きない
。 む しろ新
たな応用 の可能性 を実現 すべ きであ る。 データバ ンク,エ キスパ ー ト・システ
ム,電 気通信網等 によ って,担 当者の職務領域 を本質的に充実 す ることがで き
る。 しか しなが ら,改 善 した情報ベー スも,構 成要素が変わ らなければ不毛 に
終 わ って しまう。その構成要素 とは,組 織 的権限(許 可付与権,指示 ・決定権)お
よび職業資格能 力(技 術的知識 能九 熟練/技 能)な どである
.こ れ に関連 し
BR,っ ま り ビジネ ス ・リエ ンジニ ア リングの著者 らは
,《プ ロセ ス.プ ロ
フェッシ ョナル》 に成長 しな ければな らない従業員の 《エンパ ワーメ ン ト》を
問題 に して いる。(例えば 《ケース ・チーム》における)協働 を,根 本的に改善 すべ
きで あ る。《従 業 員 は必 要 に応 じて企 業 内 の誰 とで も通 信 す る》(Hammer/
Champyの1994年の著書107頁)。人 材 マネジメ ン トにお けるその他 の変革 も促
進す る。測定 可能 な結果が報酬(給 与など)の新 たな基礎 にな り,昇 進 は,一 義
的に能力 を基準 に してお こなわれるべ きであ り,過 去の業績を基準 に してはな
らない。
BRの コ ンセ プ トは,数 多 くの企業 によ って企業 内部 の変革 プ ロセ スの思考
の手掛 か りと して取 り上 げ られて きた。BRが 求 めてい る印象 に残 る範囲内で
は,変 革 プロセ スの成功例 が,ド イ ッ(Demmer/Gloger/Hoernerの1995年の共
著)お よびスイス(Osterloh/Frostの1995年共著)に おいてケース ・スタデ ィ
の形で発表 されて いる・ しか し一方 では,よ り包括的な実証研究(Bullinger/
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Wiemann/Niemeierの1995年共著を参照)のなかで,BRプ ロジェク トの実行段
階 の失敗例 が紹介 されている。要求 と現実 との間のギ ャップが多 くの ところに
おいて生 じていることは否定 で きない。根本的変革 を起 こすための重要 な前提
につ いては,《変革 マネジメ ン トのプ ロモー ター》の項 目のなかで言及す ること
にする。
2.2組 織開発 の意味での進化 的変革
言 うまで もな く,周知の組織 開発(以下OEと 簡略)の コ ンセプ トを,浮 沈 のあ
る流行 のテーマの なか に含 める ことは許 されない(詳 細はKieserの1996年の論
文およびShapiroの1996年の著書を参照)。おおよそ半世紀,っ ま り第二次大戦後
に始 ま り,こ の コンセプ トを求 め続 ける努力 と,そ の絶 えざ る発展 が専門文献
の なか に蓄積 されて きた。個 々のOE唱 者 の重点 の置 き所 は大 き く異 な る
が,全 般的に言えば,OE(OrganizationalDevelopment,PlannedOrganizational
Change)とは,社 会的諸制度 にお ける変革 プロセスの計画 ・着手 ・遂行の ため
の参加的基本理念 と解 され る(Thomの1992年の論文1478欄を参照)。 この進化
的変革 コンセ プ トの信奉者 たちは,先 ず,一 つの社会一技術 システムの構成員の
態度 ・価値観 ・行動様式 を,当 該 システム(制 度的意味での組織)自 体が変 わ り
得 る前 に,変 化 させなければな らないとい う点 か ら出発 している。 この種 のア
プローチの変革 マネ ジメ ン トは,開 発 ・学習能力を もった,責 任負担 の用意 の
ある人間(D.マグレガーの言うY理 論)に 出発す るとい う人間観 に基づ いてい る。
組織開発協会(GOEと簡略)は,OEの 理想像 を,《組織お よびそのなかで働 く
人々の長期 的 ・組織包括的開発 および変革 の プロセ スと して特徴づ けた。その
プロセ スは,す べての該当者が直接参加 し,実 践的経験 を経て学習す ることを
基礎 に して いる。その狙 いは,組 織 の給付能 力 と職業生活 の質の同時的改善 に
あ る》(GOEの1980年の創立総会資料)。
この定義 の提案 は,す でに このOEの 規 範的基本 姿勢 を示唆す る もので あ
る。変革 は,組 織構成員 によって担 われなければな らない。内外 の助言者(チ ェ
ンジ・エージェント)は,変 革 の支援者 と してのみ行動 す ることが許 され,決 し
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て変革者の主役 として行動 して はな らない。 この原則 は,《自助 のための支援》
(エキスパートに依存 しない)な らびに 《該当者 を参加者 にす る》(変革の影響を受け
る人々を変革プロセスに積極的に参加させる)と い う公準 によ って強調 され る。 こ
うしてOEを 職業生活の民 主化 に役立てて い く。 不必要 な階層 的差別化 は止め
るべ きで ある し,組織内の力関係を,よ り一層平準化 し(つまり,より一層 協力的
な関係にし),相互信頼 の文化 を構築 すべ きであ る。
包括的なOE構 想 には,構 造 的なアプローチの他 に人的な アプ ローチ も含 ま
れ る。《構造的》アプ ローチでは,組 織諸規定(例 えば,組織図,個 々の職務記述書
など)の変更を越 えて,OEの 諸 目標達成 のための有利 な枠組 みの条件作 りが試
み られ る。《人的》アブmチ は,従 業員 に対す るもので,資 格能力 向上措 置(人
材開発)を通 じて,改善 の成就 と支援 の能力を促進 して い く。OEの 目標次元(経
済的 ・社会的効率)が,構 造的 ・人的 アプローチを求 めて い くことは疑 う余地 は
ない。
OEプ ロセスは,さ まざまに異 なる段階 において生起 す る。 第一段階 は社会
システムの 《凍結解除(unfreezing)》であ る。システム構成員 の態度,価 値観 お
よび行動様式が問われ,そ して これ らの システム目標(給 付 ・革新能力,人間性)
への適性 が吟味 され る。第二段階 《行動 を引 き起 こす(moving)》において本来
の変革の動 きが始 まる。新 しい行動様式,新 しい組織規定 などが テス トされ,
それ らに習熟 し,学 習 プロセ スに沿 いなが ら,目 標 に対 してます ます相応 す る
形でそれ らを定着 させて い く。 どの変革 プロセ スにお いて も,あ る種 の完結 が
必要 であ るが,そ れを もって,(失われた動きの能力の意味での)決定 的な終局 を意
味す るもので はない。っ まり,新 たな公的 に認 め られた行動様式 や組織規定 の
安定化 および固定化が求 め られ る。 したが って この意味 は,や や誤解 を招 くよ
うな段階表現 《refreezing(再凍結)》の意味 に解 されるか も知れな い。OEコ ン
セプ トにお いて は,す べ ての社 会 システ ムの包括 のた めの最 も適 した出発点
が,階 層 のどの位置 に見出せ るかが問われて いる。OE擁 護 者の答 えは,BR擁
護者 のそれ とは大 きく異な って くる。BR擁 護者 にとっては,ト ップ ・ダウ ン
方式 が問題 にな るが,OE擁 護者の場合 は,本 質 的 に方式 のバ リア ン トは豊富
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である。 出発点 の状況 が異常 であ った り,変 革 に適 したプロモー ターが置 かれ
た企業内の立場如何 によ って,OEコ ンセプ トには,ト ップ ・ダウ ン方式 だけ
で な く,ボ トム ・ア ップ方式 または階層 の最上層部 および最下層部(両 方向戦
略)に おいて同時 にスター トさせる方式が ある。 階層の多 くの職位 にお ける変
革 プ ロセ スも,さ まざまに異 なる専門分野 において,あ るいはいろいろな階層
段階 にお いて スター ト(多核的戦略)さ せた り,階 層 の中間を.ylにして社会 シス
テムの周辺 階層 を捉え ること(襖 形戦略)も で きる。
OEの 多様 な方法や技法 については,こ こで は述べ ることがで きない(Thom
の1992年の論文およびそのなかで引用 した文献を参照)。
OEア プ ローチ は,少 な くとも本質的な部分が,組 織の実践 の場 において著
しく普及 して きた。筆者 は,ス イスにおける組織担 当者へのア ンケー ト調査の
なかで(Cantin/Thoml996年),特に,《該当者 を参加者 にす る》,《自助への支
援》の原則が広 く知れ亙 って いることが分か った。また,《長期的で持続的な変
革 プロセ ス》としてのOEの 理解 が,い くっかのOE技 法(例えばプロセス診断お
よびチーム開発など;Cantin/Thomの1996年の著書100頁を参照)の 応用 と同 じく
非常 に流布 している。 しか し一方で は,実 務 に携 わ る組織担 当者 の,望 ま しい
改善措 置につ いて の提案 を見 る と多 くの欠陥 があ り,そ れを取 り除 くことが
OEの 主要 関心事 とな っている。 ごく簡単 に欠陥 と言え るものを挙 げると,総
合判 断のための情報 の抑制,変 革 への抵抗,企 業全体 のチームワークおよび協
働意欲 の欠如 などが指摘 され る。
2.3変 革 マネ ジメ ン トにおける対照的アプ ローチについての比較
以上,根 本 的変革 と進化的変革の特徴 について簡 単に述 べてきたが,以 下で
は,さ まざまに異なる基準 を使 って両方 のアプローチに関 し相互に比較を行 っ
てみたい。表 を見ていただ くと,定 義お よび分類 だけでな く,筆者の評価(例 え
ば当該アプローチの長所と短所の場合の評価)も 含 まれている。 このような比較 の
一つの要素,っ ま り変革 プロセスへの参加者 の 《役割》 につ いて,こ こで さ ら
に掘 り下 げて論 じてみたい。
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両 アブmチ の 目的指 向性 につ いての価値判 断 は}多 くの要因 に左 右 され
る。重要 な点 は,人 間観 と権力観 における違 いで ある。 これ らの対照的な変革
コンセプ トの うちの一 っの コンセプ トの状況の正当性 につ いては,と りわけ当
該の社会 システムが直面 してい る危 機 の形態 に照 ら して評価 す ることがで き
る。
流動性危機 の場合,OEは,BRに 比べて何 ら大 さな代案 とはな り得 ないが,
戦略的危機 の場合 は,OE原 理 とその技法 が,効 果を発揮す ることがで きる。成
功危機 の場合 にはy変 革 マネジメン トの アプロ 一ーチの選 択 に際 して 本来 の意思
決 定 が な され る。変革 プロモー ターの人間観 や経 営的 ・人 的諸条件 の現 れ方
が,変 革 プ ロセ スにお けるOE指 向また はBR指 向 に対 して決定的 な影響(「1.
企業変革要求の起点」を参照)を 与 え るもの と思 われ る。(図1を参照)
図1:変 革 マネ ジメ ン トの基本 的 アプ ロー チの対 比
対比基準 ビ ジ ネ ス ・リエ ン ジ ニ ア リ ン グ
両 ア プ ロ ー チ 工学/コ ン サ ル テ ィ ン グ(マ ネ
の起源 ジメ ン ト指 向の)
基本理念 企業または事業プロセスを根本的
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一 ボ トム ・ア ップ戦 略
一 両方 向戦 略
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一 多核 的戦 略








一 リー ダ ー(パ ワ ー ・プ ロ モ ー
ター)
一 プ ロ セ ス ・オ ー ナ ー(プ ロ セ
ス ・コ ー チ の 意 味 で の プ ロ セ
ス ・プ ロ モ ー ター)
一一リエ ン ジニ ア リ ング ・チ ー ム
ー 運 営 委 員 会(パ ワ ー ・プ ロ モ ー
タ ー と専 門 プ ロ モ ー タ ー と の混
成)
一 リ エ ン ジ ニ ア リ ン グ ・ツ ア ー





一 チ ェ ン ジ ・エ ー ジ ェ ン ト(コ ン
サ ル タ ン トの意 味 で の専 門 プ ロ
モ ー ター と プ ロセ ス ・プ ロ モ ー
タ ー との 混 成)
一 ク ラ イ ア ン ト ・シ ス テ ム(再 組
織 化 され た領 域)
一一チ ェ ン ジ ・キ ャ タ リス ト(パ
ワ ー ・プ ロ モ ー タ ー)
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一 経済 性 の顕 著 な向上 の チ ャ ンス 、一 システ ム構成 員 の開 発能力 への
一 迅速 な変革 配慮
一 変 革措 置 の構想 の統 一一性(一 貫 …セ ル フ ・マネ ジメ ン トっ ま り
,
した プロセ ス見通 し)自 己組織 化 の促進
一 《プ ロセ ス ・スペ シア リス ト》 一長期 的見 方















3.変 革 マ ネ ジメ ン トの プ ロモ ー タ ー
変革 マネジメ ン トが成功す るためには,特 に積極 的 ・消極 的参加者 の動機や
能力が重要 である ことが実証 されている(Hall/Rosenthal/Wadeの1994年の論文
を参照)。両方の対照的 なコ ンセプ トは,《変革 マネジメ ン ト》における役割 に対
して多種多様 な 《シナ リオ》 を開発す ることがで きた。 しか し専門用語 が多様
であ るため,紛 らわ しい。比較 をす るな ら,Witte(1973年の著書)お よびHau-
schildt/Chakrabarti(1988の論文)ら の プロモータ 一ー・モデ ル に基 づ くのが最
も良 い。 その場合,詳 細 な役割記述 は避 け るべ きで あろ う。
《パ ワー ・プロモー ター》(BRの場合はリーダー,ofの場合はチェンジ ・キャタリ
スト)は,かれの高 い階層上 の地位 ゆえに変革 プロセ スを正 当化 し,必要 な経営
資源 を調達 し,か つ(例 えば,所 与の権限配分に基づ く)シ ステム障害を取 り除 く
ことがで きる立場 にあ る。BRの 場合 は,ト ップ ・マネ ジメ ン トが変革 の強力
な先導者 の機能 を果 た し(トップ ・ダウン戦略),OEの場合 は,《チェンジ ・キ ャ
タ リス ト》が変革 プ ロセ スを加速 した り,減 速 した りす ることがで きる。減速
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の必要 性 があ るの は,特 に社会 システ ムの過大 な要求 が認 め られ るか らで あ
る。
プロセ ス ・プロモー ターの機能(BRの 場合はプロセス ・オーナーOEの 場合は
チェンジ.エ 一ージェン ト)には多 くの ものが求 め られている。かれの責務 は,例 え
ばプロジェク ト ・グループ(《チェンジ ・チーム》)をま とめ,官 僚的介入を防 ぎ,
変革 プロセ スに直接参加 して いる人 々にイ ンス ピレー ションを与 え,こ れ らの
人々を動機づ けることにあ る。 プロセス ・プロモーター らは,変 革 プロセスの
なか において中心的な調整 ・コ ミュニケー ション機能 を もってい る。 さ らにか
れの機能 には,変 革の状況 にっ いての最新 の情報 や改善提案の受 け入れ,お よ
び加工,批 判 などが含 まれ る。OEの 意味でのチェ ンジ ・エー ジェン トは,局 い
社会的な権限 とか,そ れ相応 の技法を駆使すべ きであ る。BRに おけるプ ロセ
ス ・オーナーは,結 局,変 革 プロセスの助言者 とい うよりも,む しろ特定 プロ
セ スの世話役(《プロセス責任者》)である。言うまで もな く,先ず システム構成員
の思考 や行為 を,新 たなプロセ スに向けなければな らない。その際 《リエ ンジ
ニア リング ・チーム》 が役 に立 っ。
っまるとことろ,変 革 のすべてのマネジメ ン トは,《専門 プロモー ター》の役
割 を必要 とす る(BRの場合 リェンジニァリング ・シーザーOEの 場合クライアン
ト・システムと関連 したチェンジ ・エージェント)。かれ らは変革のための専門的な
手段 を駆使 しなければな らない。その手段 には,変 革 の諸技法(プ ロセス分栃
創造性技術 集団力学的 トレーニングなど)お よび問題解決のための具体的専 門知
識 を含 あることがで きる。OEア プローチにおいて は,専 門知識 をチェ ンジ ・
エージェ ン トに独 占させないで,む しろ変革 すべ きシステム構成員 の 《クライ
ア ン ト・システム》か ら活性化 させ る。BRプ ロジェク トにおいて は,新 しい情
報 ・コ ミュニケーシ ョン技術 の提供 が専門 プロモーターの責務 のなかで は重要
な地位 を占める。
いろいろな タイプの プロモー ター らは,変 革 のプ ロセ スのなかにおいて,さ
なが ら十分 に理解 し合え る仲間 のように,効 果的に協力 し合 うべ きであろ う。
しば しばかれ らは,所 定 の手続 きを踏 まずに状況の有用性 に応 じて相前後 し配
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列 される。 それゆえ,一 方で は,プ ロモー ター らが牽 引力あ る集団 として一致
協力 できるよ うに,行 動の余地 を残 しておかな けれ ばな らない。 また他方,プ
ロモーターの役割 を定義 で きるよ うに,適 切 な役割 の担 い手を選抜 し,変 革 の
プロセスのなかにお いて これ らの中核 とな る人 々の協働が促進 で きるよ うに意
識的な形成行為が必要 である(例えばプロジェクト・グループとかコントロール委員
会において)。端的に言えば,変 革 プロセ スを,最 高経営者 が強力に支持 し,権限
を もった プロセス責任者が連続的 にそれ を推進 し,か っ精通 した エキスパ ー ト
が専門的に最善 を尽 くしてそれを担 当す ることが重要 である。
スイスの企業や行政 の組織 の実際 を一瞥 してみ ると(Cantin/Thomの1996年
の著書121頁および次頁以下を参照),プ ロセスお よび専門分野 のプ ロモー ターの
役割が・個別 にまたは しば しば組み合 わせて遂行 されて いるのが分 か る。比率
は控 えめで あ ったが,ア ンケ ー トの回答者 の なか に 自 らをパ ワー ・プ ロモ_
ターに含 める者が いた。もっと も実務家 は,回 答 のあ った大学教授 に比べ ると,
組織 の(再)構 築 プ ロセ スにお いて,一大 学教授の場合 は 《組織/管 理》の専門
分野 に対 して一 パ ワー次元 の必要性 をよ り一層強 く意識 していた。大学教授
らは,組 織担 当者 の将来 の役 割理解 につ いての問 いに対 して は,チ ェ ンジ ・
エー ジェ ン ト,内 部診 断者3統 合者 およびモデ レーターなどの 《ソフ トな》役
割を強調 して いた。
BRの 著者,ハ マー,チ ャ ンピ0ら が,《 リーダー》つ ま りパ ワー ・プロモー
ターの人物像 を記述す るとき,《現実政策》のハ ン ドブ ックの0節 の ように,パ
ワー ・プロモーターはt人 を魅了す るよ うな演説能力を もち,(アメとムチを巧
妙に使い分ける)制裁力を発揮 し,《誰 かが君 たちの行方を遮 れば,私がその者 の
面倒 をみ る ことがで きるよ うに,誰 が遮 って い るのか を私 に教 えて欲 しい》
(Hammer/Champyの1994年の著=書136頁を参照)と い う役割 理解 の引用 句 か ら
読 み取 れ るよ うに抵抗 を克服 していかなければな らない。
4・特殊的変革 マネ ジメ ン トと統合的変革マネジメン トの根本理念
以上の叙述から,変革マネジメントが極めてさまざまに異なる出発点の状況
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にお いてス ター トし,し たが って非常 に多様な変革形態が構築で きることが認
識 された。 さらな る研 究価値の ある分野 と して,経 営内外お よび制度機関 の人
的 レベルにおける諸連関,お よび変革 の レリーサ ーとしてのさまざまな リスク
間の諸連 関,な らびに変革 マネジメ ン トの根本 的諸手段(作 用パラメーター)問
の諸連 関を解明 し,そ して状況 と行為手段 との整合性 に関 し経験 的に根拠 づけ
られた言 明を構築 してい くことが挙 げ られ る(図2中 の単純化 した原則説明を参
照)。
これ らの変革(BRお よびOE)の両形態 の間 には,連 続 したバ リア ン トが存在
し,こ れ らは,シ ステム構成員 の参加の程度 ない しは,ト ップ ・マネジメン ト
の行動 の 自由度 によ って区別 され ると思 われる。っ ま り,経 済的な/ま た は社
会的な効率 ・有効性 の強調 の度 合いが問題 にされ る。危機 の種類 は,変 革 の緊
急性っ まり徹底性 を示 し,極 端 なケースで は,BRか またはOEの 妥当性 を も
示す ものである。変革 プロセスが成功す るか どうか はs本 質的 には人事管理分
野の変革支援策 に依存 してい る。すでに示唆 した人材開発や要員確保(い ろいろ
な危機のケースに関する詳細な叙述についてはHertigの1996年の単著を参照)の 他
に,人 員削減 に関す るさまざ まな考 え方 を無視 して はな らな い。変革 の プロ
モー ターたちは,こ の点を避 けては通 れないが,該 当者の尊厳が守 られるよう
に労働市場 において継続雇用が可能 にな るよ うに人員削減の問題 に も取 り組 む
べ きであ る。経営経済 的な有効性 ・効率思考を,こ こでは全体社会的責任 の視
点 にまで拡大 しなければな らな い。
《変革 マネジメ ン ト》の主た る目標 は,人 員削減 にあるので はな く,む しろ多
くの利害関係集団に対す る所得 源 と しての企業の競争能力 を高 め るために,共
働者 の潜在能力(BRの 場合はエンパワーメント,OEの場合は発展能力および学習能
力をもった人間)を 伸 ばす ことにあ るのであ る。(本原稿の邦訳者:本 学経済学部教
授 ・清水敏允)
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(注)本 稿 の執筆 者N.ト ーム博士 は,現 在,ス イ ス ・ベル ン大学 法経学 部教 授 で,本
稿 は,同 教 授 が1996年,年一 回行 わ れ る同大学主 催 の"学 術講 演会"に て行 った
講 演原稿 を同教授 お よび本原稿 の版権 を所有 す るPaulHaupt社の許可 を得 て邦
訳 した ものであ る。 同教 授 は ドイ ッ国籍 で あるが,1995～1997年の期間}同 大 学
副 学長 を務 めr現 在,ス イス学 術会議 の メ ンバ ーであ る。なお同教授 の専攻 は経 営
経 済学,特 に組 織論 お よび ヒュー マ ン ・リソース ・マ ネ ジメ ン ト論で あ る。 邦訳
者 とは,ケ ル ン大学時代 の同門 の間柄 であ る。
